
令和６年能登半島地震に関する農林水産省における取組状況

・国と県で合同チームをつくり、 石川県下のJA等で説明会を開催（合計２２回） 。

・農業関係については、2月19日から、石川県下のJA等（合計６箇所）に石川県・

JA・農林水産省の職員が常駐し、相談窓口を設置。こうした拠点を活用し、作付

けシーズンとなる春に向けたきめ細かな伴走支援を加速化。

・漁業関係については、２月19日から2月22日にかけて、石川県漁業協同

組合の本所及び各支所にて計７回にわたる現地説明会を開催。

１．農林水産関係の支援策

２．支援策の周知活動・伴走支援の状況

３．直轄治山事業による山腹崩壊対策の実施

４．漁港等の復旧状況

＜⽯川県公表資料（2/15）を基に作成＞

・支援パッケージにおける農林水産関係の多様な支援策について、被災地域の関係県

や市町村と協力し、農林漁業者の負担を大幅に軽減。

○ 機械、ハウス、畜舎等の再建・修繕 ［ 補助率：国5/10＋県2/10＋市町2/10 ］

○ 共同利用施設や卸売市場の再建・修繕 ［ 補助率：国5/10＋県1/10＋市町1/10※１ ］

○ 水稲作の継続や他作物への転換のための種子・種苗、農業用ハウス資材等の営農再開に向けた
生産資材の導入、農作業委託 ［ 補助率：国3/6＋県1/6 ］

〇 漁船・漁具の復旧［ 補助率：国10/30＋県11/30＋市町6/30 ］

〇 木材加工流通施設等の復旧・整備［ 補助率：国5/10＋県2/10＋市町2/10 ］

○ 農地や農業用施設の復旧 ［ 補助率：国：農地96％※２・施設98％※２ ］

石川県内の支援策の例

※１：共同利用施設のみ
※２：激甚指定による嵩上げ後の国庫補助率（過去５か年の実績平均値）

○漁港等の直轄調査・直轄代行工事

・地盤隆起等を考慮した復旧・復興対策の立案のベースとなる、県と連携した国による
漁港等被害実態調査について、２月９日の能登町を皮切りに５市町で開始。

・漁港及び漁港海岸の直轄代行工事について
も工事の着工に向けた調査や管理者との
調整を実施中。

○サルベージ船を活用した漁船移動支援

・輪島港において、海底隆起による座礁や損傷で身動きが取れ
ない漁船( 約200隻 )が発生し、輪島港の復旧や漁業の再開に
支障。

・国土交通省や石川県と連携し、サルベージ船による漁船の
移動について支援（移動に向けた輪島港の浚渫は２月１６日
から開始）

狼煙漁港鵜飼漁港海岸

○漁業者による漁場復旧の取組支援

・休漁中の漁業者の生活を支えながら漁場回復を図るため、漁業者が行う漁場の状況
調査、漂流・堆積物の除去、漁場環境の復旧・回復に資する活動等を支援。

・石川県において、支援するための活動組織を立ち上げ、七尾市で活動開始したほか、
輪島市等においても順次活動を開始予定。

漁業関係説明会（珠洲会場）

ＪＡ相談窓⼝対応

護岸の転倒

・石川県からの要請を踏まえ、奥能登地域での国直轄による災害復旧等事業７箇所の
実施を３月１日に決定。応急対策工事の着工に向けた調査等を開始。

・継続的な復旧対策を行うべく、当該事業に引き続き民有林直轄治山事業※による本格
復旧を実施予定。

※国土保全上重要で、大規模な山地災害の復旧について、国が直轄で行う事業
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